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甲状腺がんと放射線被ばくに関する医学的知見について 

 

第１ 甲状腺がんに関する「原子放射線の影響に関する国連科学委員会報告書」

及び最近の文献レビュー結果 

放射線被ばくによるがんについては、これまで種々の医学文献が存在し、

「原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）」が、これらの医学

文献について甲状腺がんを含め部位別に広範なレビューを行い、その結果を

2006 年報告書に記載している。 

「電離放射線障害の業務上外に関する検討会」では、その内容を妥当と判

断した。さらに、同報告書には含まれていない最近の医学文献のレビューを

行った。 

 

１ UNSCEAR2006 年報告書における甲状腺がんの要約 

UNSCEAR2006 年報告書附属書 A では、UNSCEAR2000 年報告書の要約として、

甲状腺は小児期の放射線外部被ばくの腫瘍形成影響に感受性が非常に高く、

直接の線量反応関係が公表されたデータと矛盾しないことを結論したが、成

人の被ばくに関連した甲状腺がんリスクの過剰についての証拠はほとんどな

く、40 歳以降に被ばくした原爆被ばく者では過剰相対リスクが負であったと

している。 

同附属書 A は、新規あるいは更新された研究として、低 LET 放射線外部被

ばくに関し、小児がんで高線量放射線治療を受けた患者に関する研究は、甲

状腺がんリスクの増加について明確な証拠を提供していること、低 LET 放射

線の内部被ばくに関し、チェルノブイリ周辺の住民において、甲状腺がんリ

スクと I-131 及び全ての放射性ヨウ素への小児期被ばくとの間に強い関連が

観察されたことなどを報告している。しかしながら、成人の放射線被ばくと

甲状腺がん発生との関連性を示すものはほとんどないとしている。 

また、同附属書 A は、「被ばく時年齢はリスクの重要な修飾因子で、被ば

く時年齢の増加に伴ってリスクが減少する非常に強い傾向性が多くの研究で

観察される」「甲状腺がんは女性でより頻繁に自然発生するが、放射線リス

クを決定する際の性の役割は明らかでない」としている。 

 

２ 甲状腺がんに関する最近の文献のレビュー 

米国国立医学図書館（National Library of Medicine）が運営する文献検

索システム PubMed を用い、放射線誘発がん（Neoplasms, Radiation-Induced

[MeSH]）、甲状腺がん（Thyroid Neoplasms[MeSH]）、成人（Adult [MeSH]）、

疫学（epidemiology）、二次性・続発性（secondary）の用語を使用し、以下

の条件 

(("Neoplasms, Radiation-Induced/epidemiology"[MeSH] OR "Neoplasms, 
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Radiation-Induced/secondary"[MeSH]) AND "Thyroid Neoplasms"[MeSH]) AND 

"Adult"[MeSH]  

により、2006 年以降の文献を平成 27 年９月及び平成 28 年 11 月に検索した。 

上記検索によって抽出された文献のうち、既発表データからのリスク評価

のみの文献、小児（18 歳未満）に関する文献、メタアナリシスを含まない文

献レビュー等の論文を除外し、30 編の文献を対象としてレビューした(以下、

対象とした文献を「個別文献」という。)。 

放射線被ばくと甲状腺がんに関する疫学調査は、 

① 原爆被爆者を対象とした疫学調査 

② 放射線診療を受けた患者を対象とした疫学調査 

③ 放射線作業者を対象とした疫学調査 

④ 原子力発電所等周辺の住民を対象とした疫学調査 

⑤ 核実験場周辺地域の住民を対象とした疫学調査 

⑥ その他 

に大別される。 

上記文献の概要を以下に示す。なお、今回レビューした甲状腺がんに関す

る文献一覧を別添１に、各文献の概要を別添２に示す。 

 

⑴ 原爆被爆者を対象とした疫学調査 

文献 No.１ 日本人原爆生存者における甲状腺がん：被ばく後 60 年のリス

クの長期的傾向（Furukawa ら,2013 年） 

LSSコホート105,401人を対象に1958-2005年までの甲状腺がんの発生

率について分析した。371 人の甲状腺がんの発生が認められた。線形モデ

ルを用いて求めた甲状腺がんの ERR は被ばく時年齢 10 歳、到達年齢 60

歳 で 1.28/Gy[95%CI:0.59-2.70] 、 EAR は 29.5/100,000 人 年

Gy[95%CI:13.8-49.6]である。被ばく時年齢の増加とともにリスクは急激

に減少し、被ばく時年齢が 20 歳以上の場合、放射線による甲状腺がんリ

スクの増加は認められない。20 歳未満の甲状腺がんの 36％は、放射線被

ばくが寄与している。到達年齢、被ばく時年齢の増加とともに ERR は減

少するが、小児期の被ばくに伴うリスクは 50 年以上持続する。 

 
文献 No.２ 原爆の被爆生存者における甲状腺微小乳頭がん（Hayashi

ら,2010 年）  
LSSの対象者の中で1958-1995年の間に病理解剖あるいは外科的病理診

断が実施された対象者 7,659 人のサブグループ（部分集合）が特定され

ている。この中で、甲状腺微小乳頭がん（PMC：直径 1cm 以下の腫瘍）と

診断された対象者は 313 人で、458 の PMC（1 患者あたりの PMC の個数は

1-9 個以上に分布） が検出されている。病理解剖が行われた対象者 2,372
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人のうち 106 人に PMC が認められ、発生率は 4.5％であった。線量区分

（5mGy>,5-100 mGy,100-500mGy,500mGy<）毎の PMC を解析した結果、PMC

の発生率との間には、有意な線量反応関係が認められ、Gy あたりの過剰

オッズ比は、0.57[95%CI:0.01-1.55]であり、被ばくにより PMC のリスク

が増加する。女性の成人期の被ばくの場合に線量と PMC の発生率との間

に直線関係が認められた。組織型は 95％以上が乳頭がんあるいは乳頭・

濾胞がんであった。 

 

文献 No.３ 原爆被爆者の成人甲状腺乳頭がんに見られる BRAF 遺伝子点突

然変異の出現頻度と被ばく放射線量の相関（Takahashi ら,2007 年） 

成人の甲状腺の乳頭がんの発生の初期段階には、BRAF 遺伝子の突然変

異が関係していることが報告されている。放射線と BRAF 遺伝子の突然変

異との関連を明らかにするために、原爆被爆をし、乳頭がんが発生した

原爆被爆者 64 人（被ばく時年齢：1-52 歳）を対象に調査を行った。17

人は非被ばく群（被ばく線量 0mGy, BRAF 遺伝子の突然変異有り 12 人）、

47人は被ばく群（平均線量150.7mGy,BRAF遺伝子の突然変異有り26人））

であった。BRAF遺伝子の突然変異有り群の被ばく線量（中央値18.5mGy ）

は、突然変異無し群の被ばく線量（中央値 156.9 mGy）よりも有意に低か

った（P=0.022）。潜伏期間の中央値も BRAF 遺伝子の突然変異有り群（29

年）は、突然変異無し群（21 年）よりも有意に長かった（P=0.014）。BRAF

遺伝子の突然変異と、線量（負の関係）、潜伏期間（正の関係）との間

には有意な関係（それぞれの P値：0.039,0.010）が認められた。原爆被

爆者の乳頭がんにおける BRAF 遺伝子の突然変異と、非被ばく群のそれと

は異なることが示唆された。 

 

⑵ 放射線診療を受けた患者を対象とした疫学調査 

文献 No.４ 乳がんの女性に対する放射線治療による甲状腺がんリスクの

増加はない (Sun ら,2015 年) 

台湾国民健康保険で蓄積されたデータより、2000-2008 年の期間に乳

がんに罹患した台湾人女性 55,318 人（放射線治療を受けた 28,187 人、

放射線治療を受けていない 27,131 人）を対象に、乳がん患者に多くみら

れる甲状腺がんが、放射線治療によるものかどうかについて検討した。 

乳がん患者は明らかに、乳がんに罹患していない女性より甲状腺がん

が発生するリスクが高かった（aHR=1.98[95%CI:1.60-2.44]）が、放射線

治療を受けたかどうかによっては、甲状腺がんの発症に差は認められな

かった（aHR=1.28[95%CI:0.90-1.83]）。また 20-54 歳の乳がん患者のみ

に統計学的に有意に甲状腺がん発生リスクの増加が認められた。 
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文献 No.５ 診断上の放射線被ばくにより甲状腺微小がんのリスクが増加

する(Zhang ら,2015 年) 

コネチカット州（アメリカ）で 2010-2011 年の期間に登録された甲状

腺がん患者 462 人、コントロール群 498 人を対象に、甲状腺がんの発生

率と放射線診断技術（X 線撮影、CT スキャン、核医学検査）との関係に

ついて検討した結果、いずれの X 線検査も分化型甲状腺微小がんの発生

のリスクを高めることが分かった（OR=2.76[95%CI:1.31-5.81]）。心臓

核医学検査と甲状腺シンチ以外の核医学検査で OR=5.47[95%CI: 

2.10-14.23]、胸部 CT 検査で OR=4.30[95％CI:1.66-11.14]、頭頸部 CT

で OR=3.88[95%CI:1.75-8.63] 、 胸 部 X 線 検 査 で OR=2.93[95%CI: 

1.37-6.29]などである。なお、10mm より大きいがんについては、有意な

関係は認められなかった。 

甲状腺微小がんの発生リスクとしては、初回の診療 X 線被ばくが 15

歳以下で OR=4.07[95％CI:1.63-10.20]、15 歳より上で OR=2.34[95％CI: 

1.10-4.98]であり、15 歳以下の方が高かった。 

初回診療 X 線被ばく時から甲状腺微小がんの診断までの期間について、

6-20 年、21-30 年、>30 年別に発生リスクを比較検討しており、いずれ

の期間においても、OR は統計学的に有意に高かったが、5 年以下につい

ては、検討対象外としている。 

 

文献 No.６ 歯科用断層撮影（CT）によるがんリスクの予測（Wu ら,2015

年） 
台湾の国泰総合病院でインプラントのために歯科 CT を受けた 21 歳か

ら 80 歳までの 505 名（男性 243 人,女性 262 人）の患者を対象に「後ろ

向き調査」を実施した。上顎（Maxilla）の CT 検査の際の平均実効線量

は男性 408μSv、女性 389μSv、下顎（Mandible）の CT の際の平均実効

線量は男性 475μSv、女性 450μSv であった。歯科 CT の放射線被ばくに

よる甲状腺がん発生に関する生涯寄与リスク（LAR）はスキャン部位、性、

年齢によって異なり、下顎の CT スキャンを受けた 30 歳の女性で、１

/16,196、70 歳男性で 1/114,680 である。下顎の CT スキャンを受けた 30

歳の女性で、甲状腺がん発生のリスクは 100 万人あたり 44.0 である。女

性のリスクが男性に比べて高い。また、30 歳の女性のリスクは、50 歳女

性の約 8 倍であった。45 歳以下の女性の下顎スキャンに伴うリスクが特

に高く、甲状腺がんのリスクは 100 万人当たり 12 例である。 

 

文献 No.７ 歯科用 X線と甲状腺がんのリスク（Memon ら,2010 年） 

歯科 X 線撮影と、甲状腺がんの発生との関連を患者対照調査により分

析した。クウェートで全国レベルのがん登録データから抽出した 313 人
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の甲状腺がん患者（83％が乳頭癌。患者群 女性/男性：238/75）と同数

の対照群（患者群と出生年、性、民族、居住地を調整して選択）に対し

てインタビュー調査を行った。患者群と対照群の歯科 X 線診断の受診に

対するオッズ比は 2.1[95％CI:1.4-3.1]で、歯科 X線診断の回数の増加と

ともにオッズ比は増加する傾向が認められ（P<0.0001）、歯科 X 線診断

の回数が 10 回以上の場合のオッズ比は 5.4[95％CI:1.1-26.7]で、甲状腺

がんのリスクの増加に関連していることが示唆された。クウェートでは

甲状腺がんは、女性では乳がんに次ぐ発生率の高いがんである。歯科 X

線を受けた平均年齢は、女性 34.7 歳（10-65 歳）、男性 39 歳（6-69 歳）

である。 

 
⑶ 放射線作業者を対象とした疫学調査 

文献 No.８ ウクライナ・チェルノブイリ原発事故除染作業員の甲状腺が

ん罹患率：1986 -2010 年、標準化罹患比の分析（Ostroumova ら,2014 年） 

ウクライナ人のチェルノブイリ原発事故除染作業員150,813人（男性）

を対象に、1986-2010 年の甲状腺がんの発生を検証した結果、196 件の甲

状腺がんが認められた。 

除染作業員の甲状腺がん標準化罹患比（SIR）は、追跡期間全体で SIR

=3.50[95%CI:3.04-4.03]であった。SIR は、被ばく線量の高かった 1986

年初期対応者で特に高く（SIR=3.86 [95%CI:3.26-4.57]）、追跡期間で

比較したところ、1990-1994 年（SIR=1.84[95%CI:1.07-3.18）で SIR 上昇

が統計学的に有意となり、1995-1999 年（SIR=4.62 [95%CI:3.47-6.15]）、

2000-2004 年（SIR=4.80[95%CI:3.78-6.10]）で高かった。 

 また、発生年齢、被ばく時年齢による SIR の違いは認められず、1986-

1989 年の SIR 上昇は統計学的に有意ではなかった。 
 

文献 No.９ バルト３国のチェルノブイリ除染作業員コホートにおける部

位特異的ながんのリスク、1986-2007 年（Rahu ら,2013 年） 

1986-1991 年にかけてチェルノブイリ原発事故の除染作業に従事した

バルト三国（エストニア、ラトビア、リトアニア）の作業員 17,040 人（男

性）を 2007 年まで追跡し、がんの発生部位別リスクを調べた。 

追跡期間中 756 件のがんが発生し、中でも甲状腺がんが高い割合（18

件）で認められた（PIR（比例発生率）=2.76[95%CI:1.63-4.36]）。特に、

事故直後に入構した作業員で PIR は高く、PIR=6.38[95%CI:2.34-13.89]

であった。甲状腺がんのみ放射線との関係が認められたが、甲状腺のス

クリーニング検査の実施によるものと考えられ、今後も検討が必要であ

る。 

作 業 員 の 外 部 線 量 と の 比 較 で 、 <5.0cGy で PIR=2.44 [95 ％
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CI:0.50-7.13]、 5.0-9.9cGy で PIR=1.82[95％CI:0.37-5.31]、≧10.0cGy

で PIR=4.12[95％CI:1.97-7.57]ではあるが、登録線量値に不明確な点が

あるため、線量依存性については評価できない。 
 

文献 No.10 ロシアのチェルノブイリ緊急作業員における甲状腺がんのリ

スク（Ivanov ら，2008 年） 

ロシア人のチェルノブイリ緊急対応作業者 103,427 人（男性）を

1986-2003 年にかけて追跡調査をした結果、甲状腺がんの統計学的に有意

な増加（87 件）が認められた（SIR=3.47[95%CI:2.80-4.25]）。特に 1986

年 4 -7 月に作業をした緊急対応作業者では、SIR=6.62[95%CI:4.63-9.09]、

10 年後の値は、SIR=7.97[95%CI:5.24-11.52]であった。外部被ばく線量

と甲状腺がん発生の間には統計学的に有意な相関は認められず、I-131 に

よる内部被ばくが主たる要因であったことが考えられる。甲状腺がんの

ERR は、統計学的に有意でないが、潜伏期間 10 年の群で正の値となる。 

 
文献 No.11 エストニア及びラトビアのチェルノブイリ除染作業者におけ

るがんリスク（Rahu ら，2006 年） 

エストニア（4,786 人）、ラトビア（5,546 人）のチェルノブイリ除染

作業員（男性）を 1986-1998 年にかけて追跡調査した結果、発生した 155

件（エストニア 75 件,ラトビア 80 件）のがんのうち甲状腺がんは 7 件

で、統計学的に有意な増加が認められた（SIR=7.06[95%CI:2.84-14.6]）。

初期対応作業者で特に SIR の増加が見られるが、線量依存性は認められ

なかった。なお、過剰分については、甲状腺検査のスクリーニングによ

る影響の可能性もある。 

 
⑷ 原子力発電所等周辺の住民を対象とした疫学調査 

①チェルノブイリ周辺の住民を対象とした疫学調査 

文献 No.12 チェルノブイリ原発事故後に放射性ヨウ素で被ばくしたベラ

ルーシの小児・思春期コホートに対して行われた 3 回のスクリーニング

（1997-2008 年）で見つかった甲状腺の悪性病理所見の分析（Zablotska

ら,2015 年） 

チェルノブイリ原発事故当時、18 歳以下であったベラルーシの 11,664

人の子ども及び青年期にあった対象者は、1997-2008 年の間、3回の甲状

腺検査を受けた。その中で、発生した甲状腺がんと甲状腺線量との関係

を検討した。 

その結果、158 件の甲状腺がんの発生が認められ、I-131 による甲状腺

被ばく線量が高い方が、より悪性度の高い甲状腺がんが発生しているこ

とが分かった。潜伏期間については、線量との関係は認められなかった。 
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文献 No.13 チェルノブイリ原子力発電所事故後のウクライナにおける放

射性ヨウ素被ばくによる甲状腺放射線量に依存する甲状腺がん発生の年

齢と性別パターン（Fuzik ら,2013 年） 

1989-2009 年にかけて、ウクライナ全住人の甲状腺がんの発生を、事故

時年齢別（0歳から 10 年ごとの 6グループ）、性別で、2つの線量域（甲

状腺への被ばく線量35mGyを境に高被ばく地域と低被ばく地域に分けた）

に分けて分析した。 

その結果、チェルノブイリの事故時に児童、もしくは青年期にあった

対象者グループに甲状腺がん発生率の増加が認められた。また、40-49 歳

女性のグループでも影響が認められた（高被ばく地域の方が低被ばく地

域より統計学的に有意に甲状腺がん発生率が高かった）が、放射線との

因果関係を判断するには更なる検討が必要である。なお、それ以外のグ

ループでは、違いは認められなかった。 
 

文献 No.14 イランのタブリーズにおける 25 歳未満の患者の甲状腺がんに

関する臨床的・病理組織学的研究（2000 -2012 年）（Sokouti ら,2013

年） 

イランのタブリーズ地区の5〜25歳の242人（男性:56人,女性186人）

の甲状腺がんの患者を対象に 2000 年 4 月から 2012 年 4 月にインタビュ

ーにより、腫瘍の組織分類、腫瘍の大きさ、ステージ、治療に着目して

分析した。甲状腺がんによる死亡率、再発率、周辺リンパ節および遠隔

転移は女性に比べて男性が高かった。 

 
文献 No.15 ルーマニアがん研究所におけるチェルノブイリ事故から 25 年

後の甲状腺がん発生率（Piciu,2013 年） 

ルーマニアのがん研究所にて 1970-2012 年に治療を受けた甲状腺がん

患者 4,779 人（男女比 女：男＝8：1,平均年齢 46.7 歳）のデータを元に、

チェルノブイリ原発事故の前後で、発生数、発生した腫瘍の大きさ/種類

を比較した。 

発生数は、1970 年から 10 年間ごとに、79、211、560、2864 と増加が

みられるが、この大きな増加は、1997 年にはじめて報告された乳頭腺微

小がんの割合の増加が影響していると考えられ、甲状腺のスクリーニン

グ検査の精度の向上に起因するものと考えられる。 
 

文献 No.16 トルコの病院における甲状腺がんの臨床的特徴の変化：チェ

ルノブイリ前後（Ozdemir ら，2012 年） 

トルコ Hacettepe 大学病院で 1990-2007 年の間に甲状腺がんと診断さ
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れた 160 例と、対照群として 1970-1990 年の間に甲状腺がんが発生した

118 例を比較し、甲状腺がんの発生数、がんの大きさ、病理診断、遠隔転

移等について、チェルノブイリ原発事故の影響の有無を検討した。 

対照群と比較をしたところ、乳頭腺がんの増加（P<0.001）、濾胞腺が

ん（P<0.001）と未分化がん（P=0.01）の減少が見られた。診断されたが

んのうち微小がんは、1990-2007 年で 37.1%、1970-1990 年で 27.1%であ

った（P<0.05）。チェルノブイリ原発事故の影響の有無を判断するには、

更なる検討が必要である。 

 
文献 No.17 放射線誘発性の甲状腺がん：基本的および応用側面（Tronko

ら,2010 年） 

チェルノブイリ原子力発電所の事故時に 0-18 歳の小児から 5,427 人

（事故時 0-14 歳：3996 人、15-18 歳：1431 人）の甲状腺がんが発生して

いる。ウクライナ地方の 6 つの高汚染区域での甲状腺がんの発生率，特

に追跡期間（1986-2008 年）の最後の 3年間（2006-2008 年）の発生率が、

他の 21 地区のそれに比べて有意に高い。チェルノブイリ原子力発電所事

故後に生まれた小児の甲状腺がんの発生率は有意に低く、放射線による

甲状腺がんの発生率は、事故時に 18 歳以下の年齢であった者が高い。甲

状腺がんの組織学的検査を事故前の出生児 640 人及び事故後の出生児 90

人を対象に行った。91.2％が乳頭がんであり、潜伏期間の増加とともに、

乳頭がんの割合が減少している。乳頭がんについて遺伝子レベルの解析

（35 人）を行った結果、RET/PTC の再配列が、BRAF 遺伝子の変異よりも

関連していると思われる。 

 
文献 No.18 ウクライナにおける甲状腺がん発生率：チェルノブイリ事故

に関連した傾向（Fuzik ら,2011 年） 

1989-2008 年にかけて、ウクライナ全住民の甲状腺がんの発生を、発生

年齢別、性別で、2つの線量域（甲状腺への被ばく線量 35mGy を境に高被

ばく地域と低被ばく地域に分けた）に分けて分析した。 

その結果、性別によらず、高被ばくグループの方が低被ばくグループ

より統計学的に有意に甲状腺がん発生率が高く、その発生時期も早かっ

た。また、チェルノブイリ原発事故当時 0-4 歳のグループの方が、事故

後（1987-1991 年）に生まれたグループに比べ、発生時年齢 10-14 歳、15-19

歳、20-24 歳の群で、甲状腺がんの発生率が高かった。 
 

文献 No.19 北イングランドの若年層における甲状腺がんの地域別分析

（Magnanti ら,2009 年） 

英国北部地区若年者悪性疾患登録（Northern Region Young Persons’ 
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Malignant Disease Registry））に、1968-2005 年の間に 0 -24 歳の甲状

腺がんが 95 例（女性 69 例,男性 26 例）登録されている。 

北イングランドのカンブリア地区は、チェルノブイリ原子力発電所事

故による放射性降下物の影響を強く受けた区域（1986 年 5 月の放射性ヨ

ウ素のレベルは通常の 500-1000 倍の値を示した）である。男性では、チ

ェルノブイリ原発事故前（1968-1986 年）の甲状腺がんの年齢調整発生率

は 0.6/100 万人・年であったが、チェルノブイリ事故後のそれは、1.8/100

万人・年であった。女性では、それぞれ 2.4/100 万人・年、3.9/100 万人・

年であった。カンブリア地区では、1968-2005 年に、男性の甲状腺がんの

発生はなかった（期待数は 3.3 人）。カンブリア地区の甲状腺がんの発

生率の女性/男性は 10.8 であった。以前の調査結果ではチェルノブイリ

事故前後の女性の RR が 10.8[95％CI:1.4-85.3]であったことなども踏ま

え、環境放射線被ばくによる甲状腺がんに対する感受性は性特異性が示

唆された。 
 

文献 No.20 チェルノブイリから 10年後のベルギーにおいて甲状腺がんの

外科摘出率は増加したか：病院退院データの研究（Gilbert ら,2008 年） 

ベルギーで、1993-1998 年の間に施術を受けた甲状腺がん患者 1,920 人

を対象に、がんの悪性度と地域性との関係を調べたところ、施術数は年々

明らかに増えていたが、チェルノブイリの影響により環境汚染の大きか

った地域での発生が増えているわけではなかった。チェルノブイリとの

関連性は低いと考えられる。 
 

文献 No.21 トルコ国内の甲状腺がんにチェルノブイリ事故が与える影響

の有無（Zengi ら,2008 年） 

トルコ Ege 大学病院で 1982-2006 年に甲状腺がんと診断された 351 例

を、1982 年から 5 年ごとに 5 つの期間群に分け、甲状腺がんの件数と組

織型を比較した。 

その結果、年代の推移とともに濾胞腺がんの割合の減少（P<0.01）と

微小乳頭腺がんの割合の増加（P<0.01）が認められた。患者のチェルノ

ブイリ事故時の年齢、甲状腺がん発生年齢ともに、5つの期間群で有意な

差は認められなかった。トルコで発生した甲状腺がんへのチェルノブイ

リ原発事故の影響の有無を判断するには、疫学的、分子生物学的な検討

が必要である。 

 
文献 No.22 フィンランドの小児及び青年においてチェルノブイリ原発事

故による甲状腺がんの増加はない（But ら,2006 年） 

チェルノブイリ原発事故の放射性降下物によるフィンランドの子ども
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達への甲状腺がん発生への影響について調査した。1986 年当時に 0-20 歳

であった 1,356,801 人を甲状腺線量で 0.6mSv 以下と 0.6mSv より高かっ

たグループに分け、チェルノブイリ原発事故前（1970-1985）と事故後

（1991-2003）での甲状腺がん発生率を比較した。 

チェルノブイリ原発事故前では、甲状腺がん発生率に線量グループ間

の差はなく（RR=0.95[95%CI:0.81-1.10]）、事故後では、甲状腺線量の

低かったグループの方が甲状腺がん発生率が高かった(RR=0.76 

[95%CI:0.59-0.98]）。今回の結果からは、チェルノブイリ原発事故によ

る甲状腺がん発生の増加は認められなかった。 

 
文献 No.23 チェルノブイリ原発事故に伴う放射性降下物によるヨーロッ

パにおけるがんリスクの推定（Cardis ら,2006 年） 

チェルノブイリ原発事故の放射性降下物によるヨーロッパ地域全体の

がん発生への影響について検討した。ヨーロッパ地域* 40 ヵ国（*コーカ

サス、トルコ、アンドラ、サンマリノを含む。ロシアは、最もチェルノ

ブイリ原発事故で汚染のあった地域 4 州のみ。）の平均被ばく線量、年

間がん発生率（1981-2002 年）、死亡率、喫煙との因果関係等を解析し、

国々を線量群で 5 グループに分け、全がん、白血病、甲状腺がん発生へ

の放射線寄与率（AF）を求めた。甲状腺がんについては、甲状腺の線量

で国々を 5グループに分け、被ばく時年齢 15 歳以下もしくは全年齢別で

AF を求めた。 

1986-2065 年までにヨーロッパで発生しうる全がんの 0.01％がチェル

ノブイリ事故からの放射線によるものと考えられる。AF が最も大きいの

は、甲状腺がんで 1％、またその内 70％は汚染の最も高かった 3 地域で

発生すると考えられる。汚染の高かった地域での甲状腺がん発生以外で、

チェルノブイリ原発事故の影響は認められない。 

 
文献 No.24 スイスの現在のコホートにおける甲状腺がん発生率の予想外

の増加（Montanaro ら,2006 年） 

スイスのがん登録ネットワークに 1980-1999 年に登録された甲状腺が

ん 3,115 例のデータを用いて、年齢、地域性（スイス国内）、発生時期、

組織型等について解析を行った。 

1980 年から 5 年ごとの期間群で比較をすると、より年代が後の期間群

で、乳頭腺がんの増加、他の組織型の減少が見られた。甲状腺がんの発

生は、チェルノブイリの原発事故当時 26 歳以下であったコホートでより

大きな増加が認められたが、これが特定の放射線被ばくによるものであ

ったと統計学的に判断するには、本研究のデータは十分でなかった。 
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②チェルノブイリ以外の原子力発電所等周辺の住民を対象とした疫学調査 

文献 No.25 ベルギー国内各施設周辺地域における甲状腺がん発生率、

2000-2008 年（Bollaerts ら,2014 年） 

ベルギーの放射線関連施設から20km圏内の住民の甲状腺がんの発生に

ついて、SIR 及び RR を用いて分析した。 

ドール（SIR=0.74[95%CI:0.64-0.84],RR=0.72[95%CI:0.63-0.83] ）及

びチアンジュ(SIR=0.86[95%CI:0.70-1.01],RR=0.85[95%CI:0.70-1.02])

の各原子力発電所から 20km圏内の甲状腺がんの増加は認められなかった。

一方、原子力研究所および原子力関連施設の存在するモル・デッセル

（SIR=1.19[95%CI:1.01-1.36],RR=1.19[95%CI:1.02-1.38]）およびフル

ーリュス（SIR=1.15[95%CI:1.02-1.28],RR=1.17 [95%CI:1.04-1.33]）の

甲状腺がんの発生率は期待値よりも高かった。 

ベルギーでは 2008 年に放射性物質生産施設から 48GBq の I-131 が環境

中に放出される事故（INES レベル 3）が発生している。 

今回の結果から得られた SIR、RR の増加はボーダーラインであり、今

後の調査が必要である。 

 
文献 No.26 スリーマイル島原子力施設周辺の甲状腺がん発生率の 30 年に

わたる追跡調査（Levin ら,2013 年） 

スリーマイル島（TMI）事故（1979 年、INES レベル 5、甲状腺がんに

関連する I-131 の放出量は 13〜17Ci）から 30 年後の甲状腺がんの発生率

について、3 つのハイリスク郡(ドーフィン、ヨーク及びランカスター)

について 1985-2009 年まで、周辺の 7 つの郡（TMI の西側の郡：ペリー、

アダムス、カンバ-ランド、東側の郡:レバノン、スクーカル、バーク、

チェスター）については 1990-2009 年までを疫学クエリマッピングシス

テム（the Epidemiological Query and Mapping System search engine）

のデータを利用して分析した。 

TMI 事故 30 年後、TMI の南側のハイリスク年齢（事故時に 18 歳以下）

の住民の甲状腺がんの発生率の増加が認められた。ヨーク、ランカスタ

ー、アダムス、チェスター郡の 1990-2009 年の甲状腺がんの平均発生率

は期待値（1980年および1990年の米国国勢調査データ（US Census data））

よりも高い。他の要因に対する検体やデータ数などに限界があり、事故

との関連は不明である 

ドーフィン郡では、1995、1997、2003、2006、2009 年で甲状腺がんの

発生率が期待値よりも高く、1995 年は最も高く 32.8%（O/E=15/8.1）で

あった。1990-2009 年の平均発生率は期待値よりも 9.3％低かった。 

ヨーク郡では、1996、1998、2002-2009 年で甲状腺がんの発生率が期待

値よりも高く（28.8-42.3％）、1990-2009 年の平均発生率は期待値より
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も 23.4％高かった。事故 15 年後の発生率の増加は明らかである． 

ランカスター郡では、1992、2005、2006 年の甲状腺がんの発生率は期

待値と変わらず、2007-2009 年は低い。1994、1995-1999 年は期待値に比

べ 50％高く、1994 年は、期待値に比べ 91.5%高かった．1990-2009 年の

平均発生率は 16.7％高かった。 

1990 年以降のペンシルバニア州の原子力発電所周辺地域の甲状腺がん

の発生率の増加は明らかであるが、事故との関連性についてはさらなる

調査が必要である。 

 

文献 No.27 スリーマイル島周辺の集団における甲状腺がんの特性（Goyal

ら,2012 年） 

ペンシルバニア州のスリーマイル島（TMI）周辺（ドーフィン、ランカ

スター、ヨーク郡：TMI 群）と他の地域との甲状腺がんの特徴に違いがあ

るか否かについて分析した。 

データは、1985-2008 年のペンシルバニア州がん登録のデータ（PCR、

1985-2008 年）を利用して解析した。年齢、性、生活状況、居住区、甲状

腺がんの組織型、甲状腺の手術、がんのステージに着目して分析した。

26,357 人の甲状腺がん患者（3 つの TMI 群:2,611 人、その他群：23,746

人）を分析した。TMI 群では、65 歳未満の患者の占める割合が有意に低

かった。がんの分化度は TMI 群のほうがグレード１の割合が高く、組織

型は、乳頭がんの割合が高く、濾胞がんの割合が低かった。TMI 群の甲状

腺がんと診断された時期は、65 歳未満でその他群に比べて早かった。甲

状腺がんの発生率には統計的な有意な差は認められなかった。 
 

⑸ 核実験周辺地域の住民を対象とした疫学調査 

文献 No.28 フランス領ポリネシアの核実験に伴う甲状腺がん（de 

Vathaire ら,2010 年） 

フランスは、ポリネシアにおいて 1966-1974 年に 41 回の大気圏の核実

験を行っている。1981-2003 年までに分化型甲状腺がんと診断された 229

人（調査時の年齢が 55 歳以下で、出生地及び甲状腺がんの診断時の住居

がポリネシア）と、甲状腺がんではない対照群 373 人を対象にインタビ

ュー調査を行い、放射線被ばくの状況を調査した。核実験後の測定デー

タ、核実験時の年齢、住所、食習慣の情報により各対象者の放射線被ば

くを評価した。被ばく線量の平均値は、2.6mGy（症例群:0-39mGy、対照

群:0-36mGy）で、15 歳までの放射線量の平均値は症例群で 1.8mGy

（0-38mGy）、対照群 1.7mGy（0-36mGy）であった。症例群の 5.2％、対

照群の 3.2％が、10mGy 以上の放射線を受けていた。15 歳までに受けた放

射線量が甲状腺がんの発生に関連しており、線量の増加（1mGy 未
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満,1-9.9mGy,10-19.9mGy,20-39mGy）とともに甲状腺がんのリスクが増加

し(P=0.04)、線形モデルを仮定した甲状腺がんの ERR は、55[95％

CI:-14-288]である。 

 

⑹ その他 

文献No.29 放射線誘発性甲状腺がん：病態と予後の性差(Nachalonら,2016

年) 

1985-2013 年の期間において第三次医療機関で分化型甲状腺ガンと診

断された患者のうち、放射線被ばく歴のある 43 名（女性 29 人、男性 14

人）を対象に放射線誘発がんの特性の男女差を、カルテを基に比較検討

した。 

その結果、病態 、病理、生存率等、男女の差は認められなかった。散

発性の甲状腺がんでは、女性の方が病態も予後もよいことから、放射線

の影響で男性と予後が同程度になっていると考えられる。 

なお、被ばくの既往歴としては、29 名が頭部浅在性白癬や再発性扁桃

腺炎など子どもの頃に受けた頭頸部への放射線治療、7 名ががんへの放

射線治療、8 名がチェルノブイリ原発事故による被災である。被ばく時

年齢の平均は、女性:17.1±19.5 歳、男性:15.5±12.5 歳、甲状腺がん診

断時年齢の平均は、女性:47.5±15.5 歳、男性:41.5±15 歳であった。 

 

文献 No.30 放射線誘発性高分化がん：病態と予後(Nachalon ら,2016 年) 

1985-2013 年の期間において第三次医療機関で分化型甲状腺がんと診

断された患者のうち放射線被ばく歴のある44名（女性30人、男性14人）

を対象に放射線誘発がんの特性、被ばくから発生までの時間、被ばく時

年齢との関係等を、カルテをもとに検討した。放射線被ばくから甲状腺

がん診断までの時間の中央値は 23 年。放射線被ばくの既往のある患者の

甲状腺がんの方が気道への影響や遠隔転移の様態など、放射線被ばくの

既往歴のない患者の甲状腺がんに比べ、悪性であった。被ばくから診断

までの時間は、被ばく時年齢 15 歳未満（29 名）で 34.7±15.3 年、被ば

く時年齢 15 歳以上（15 名）で 16.3±10 年（P<0.001）と、15 歳になる

前に被ばくした患者は、発症年齢としては若かったが、潜伏期間は被ば

く時年齢 15 歳以上の患者より長かった。それ以外の病態については、被

ばく時年齢による差は認められなかった。 

 

３ UNSCEAR2013 年報告書、UNSCEAR「国連科学委員会による今後の作業計画を

指し示す 2015 年白書」及び UNSCEAR「国連科学委員会による今後の作業計画

を指し示す 2016 年白書」における 2011 年東日本大震災後の原子力事故によ

る放射線被ばくの影響に関する記載 
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UNSCEAR2013 年報告書では、2011 年東日本大震災後に発生した原子力発電

所の事故による放射線被ばくとそれによる健康影響についての評価を行って

いるが、作業者において甲状腺がん発生率の上昇を識別できる可能性は低い

と予測している。 

また、UNSCEAR の「国連科学委員会による今後の作業計画を指し示す 2015

年白書」及び「国連科学委員会による今後の作業計画を指し示す2016年白書」

では、UNSCEAR2013 年報告書刊行以降の科学文献を審査して、同報告書に新た

に追加すべき情報の有無について検討しているが、公衆と作業者の健康影響

に関する同報告書の知見は今も有効であり、新規情報の影響をほとんど受け

ていないと結論している。 

 

第２ 文献レビュー結果のまとめ 

 

１ 被ばく線量に関するまとめ  

UNSCEAR2006 年報告書においては、成人の放射線被ばくと甲状腺がんの発生

との関連性を示す知見はない。 

今回検討の対象とした 30 編の個別文献の中では、原爆被ばく者の甲状腺微

小乳頭がんの発生に有意な線量反応関係が認められたもの（文献 No.2）、放

射線診療患者に甲状腺がんの発生リスクの増加がみられたもの（文献 No.5，7）、

チェルノブイリ事故後の放射線作業者に甲状腺がんの発生リスクの増加がみ

られたもの（文献 No.10,11）やチェルノブイリ事故による高線量被ばく地域

の住民に甲状腺がん発生率の増加がみられたもの（文献 No.13,18,19）がある。 

しかしながら、甲状腺がんの発生・死亡が統計的に有意に増加する最小被

ばく線量について記載された文献はない。 

 
２  潜伏期間に関するまとめ 

UNSCEAR2006 年報告書には、甲状腺がんの潜伏期間について特段の記載は見

られない。 

今回検討の対象とした 30 編の個別文献の中では、チェルノブイリ原発事故

後の除染作業員について、原発事故後 5 年目から 9 年目の期間以降で、甲状

腺がんの SIR が有意に高くなり、10 年目からの 10 年間で最も高いことが認め

られたもの（文献 No.8）がある。 

 

第３ 全固形がんに関する UNSCEAR 等の知見 

甲状腺がんに限定した文献レビュー結果では、甲状腺がんの発生、死亡が

統計的に有意に増加する最小被ばく線量及び甲状腺がんの最小潜伏期間に関

する十分な数の報告は得られなかったことから、統計的検出力の高い全固形が

んに関する解析に着目してリスクが有意に増加する被ばく線量及び潜伏期間
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を確認する必要がある。 

放射線被ばくと全固形がんの関連については、UNSCEARや、UNSCEAR等の種々

の知見に基づいて放射線防護に関する勧告を行っている国際放射線防護委員

会（ICRP）が系統的なレビューを行っている。UNSCEAR 及び ICRP は、これら

のレビューを踏まえ、数年ごとに報告書を取りまとめており、その報告内容が

全固形がんの情報として最も重要である。 

一方、国内では、食品安全委員会が行った食品中に含まれる放射性物質に

係る食品健康影響評価（2011 年 10 月。以下「食品安全委員会の評価結果」と

いう。）において、疫学調査の系統的なレビューが行われていることから、そ

の結果も参考となると考えられる。 

これらを整理すると以下のとおりとなる。 

 

１ 全固形がんの有意なリスク増加が認められる最小被ばく線量 

UNSCEAR は、2006 年に放射線発がんの疫学に関する報告書をまとめるとと

もに、2010 年には低線量放射線の健康影響に関して、それまでの報告書の内

容を要約したものを発表している。これによれば、固形がんについて「100 か

ら 200mGy 以上において、統計的に有意なリスクの上昇が観察される。」と述

べている。 

100mSv 未満の被ばくによるがんのリスクの増加については、ICRP が、2007

年勧告で「がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法は、およそ 100mSv まで

の線量範囲でのがんのリスクを直接明らかにする力を持たないという一般的

な合意がある。」としている。 

一方、食品安全委員会の評価結果では、多数の疫学調査を検討した上で、

「食品安全委員会が検討した範囲においては、放射線による影響が見いださ

れているのは、通常の一般生活において受ける放射線量を除いた生涯におけ

る累積の実効線量として、おおよそ 100mSv 以上と判断した。」「100mSv 未満

の線量における放射線の健康影響については、疫学研究で健康影響がみられ

たとの報告はあるが、信頼のおけるデータと判断することは困難であった。

種々の要因により、低線量の放射線による健康影響を疫学調査で検証し得て

いない可能性を否定することもできず、追加の累積線量として 100mSv 未満の

健康影響について言及することは現在得られている知見からは困難であっ

た。」とされている。 

 

２ 放射線誘発がんの最小潜伏期間 

UNSCEAR2006 年報告書では、「固形がんについては、治療で照射された多く

の集団において被ばく後5年から10年の間に過剰リスクがはっきり現れる。」

とされている。 

また、ICRP の 1990 年勧告（Publication 60）では、「ヒトでは放射線被ば
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くとがんの認知とのあいだの期間は多くの年月にわたって続く。この期間は

潜伏期と呼ばれる。潜伏期の中央値は誘発白血病の場合約 8 年、乳がんと肺

がんのような多くの誘発固形がんの場合はその 2 倍から 3 倍のようである。

最小潜伏期は、被ばく後に特定の放射線誘発がんの発生がわかっているかま

たは起こったと信じられる最短の期間である。この最小潜伏期は、急性骨髄

性白血病については約 2年であり、他のがんについては 5から 10 年のオーダ

ーである。」とされている。 

 

第４ 甲状腺がんのリスクファクター 

がんの主な原因には生活習慣や慢性感染があり、年齢とともにリスクが高

まるが、甲状腺がんのリスクファクターとして、放射線被ばく以外に、

UNSCEAR2006 年報告書では、「甲状腺刺激ホルモンのレベル上昇、多産、流産、

人工閉経、ヨウ素摂取、食事もまた、甲状腺がんのリスク因子であるかもし

れないという証拠がいくらかある。」としている。 

（注）参考文献 

1. M.Inoue, N.Sawada, T.Matsuda, M.Iwasaki, S.Sasazuki, T.Shimizu, K.Shibuya, 
S.Tsugane (2012)Attributable causes of cancer in Japan in 2005-systematic 

assessment to estimate current burden of cancer attributable to known 

preventable risk factors in Japan.Ann.Oncol.23:1362-1369 
2. International Agency for Research on Cancer. IARC Monographs on the Evaluation of 

Carcinogenic Risks to Humans, Vol.1-110, 1987-2014. Lyon, France. 

3. World Cancer Research Fund/American Institute for Cancer Research. Food, Nutrition, 
Physical Activity, and the Prevention of Cancer: A Global Perspective. 

Washington, DC: AICR 2007.  

4. International Agency for Research on Cancer. IARC Handbooks for Cancer Prevention, 
Vol. 1-14, 1997-2011. Lyon, France. 

 

第５ 結論 

今回検討した文献によれば、甲状腺がんと放射線被ばくに関する現時点の

医学的知見について、以下のとおり取りまとめることができる。 

 

１ 被ばく線量について 

UNSCEAR2006 年報告書では、成人の放射線被ばくと甲状腺がん発生の関連性

を示す知見はない。 

個別文献では、成人の放射線被ばくと甲状腺がん発生の関連性を示唆する

ものがみられたものの、最小被ばく線量を示す知見は得られなかった。 

甲状腺がんを含む全固形がんを対象とした UNSCEAR 等の知見では、被ばく

線量が100から 200mSv以上において統計的に有意なリスクの上昇は認められ

るものの、がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法はおよそ 100mSv までの

線量範囲でのがんのリスクを直接明らかにする力を持たないとされている。 
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２ 潜伏期間について 

甲状腺がんに関する個別文献では、チェルノブイリ原発事故後 5年目から 9

年目の期間以降で甲状腺がん発生リスクが有意に増加したとするものがある。 

UNSCEAR 等の知見では、全固形がんの最小潜伏期間について、5 年から 10

年としている。 

 

３ 放射線被ばく以外のリスクファクター 

甲状腺がんは、放射線被ばく以外に、甲状腺刺激ホルモンのレベル上昇、

多産、流産、人工閉経、ヨウ素摂取、食事がリスクファクターとなる可能性

があると考えられている。 
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番号 報告者 報告年 対象 調査方法 対象者等 結果の概要 線量に関する情報 潜伏期間に関する情報 備考

1 Furukawaら 2013 原爆被爆者 コホート
研究

【対象者数】
LSS 105,401人、
甲状腺がん371
人
【追跡期間】
1958年-2005年

甲状腺がんのERRは被ばく時年齢
10歳、到達年齢60歳で
1.28/Gy[95%CI:0.59-2.70]、EARは
29.5/100,000人年Gy[95%CI:13.8-
49.6]である．被ばく時年齢の増加
とともにリスクは急激に減少し、被
ばく時年齢が20歳以上の場合、放
射線による甲状腺がんリスクの増
加は認められない。20歳未満の甲
状腺がんの36％は、放射線被ばく
が寄与している。到達年齢、被ばく
時年齢の増加とともにERRは減少
するが、小児期の被ばくに伴うリス
クは50年以上持続する。

なし なし

2 Hayashiら 2010 原爆被爆者 コホート
研究

【対象者数】
7659人
【追跡期間】
1958年-1995年

被ばく線量とPMCの発生の過剰
オッズ比はGyあたり
0.57[95%CI:0.01-1.55]で有意な関
係がある。女性では線量とPMCの
発生率との間に直線関係が認めら
れる。

なし なし

3 Takahashiら 2007 原爆被爆者 遺伝子解
析

【対象者数】
甲状腺がん（乳
頭がん）を発生し
た64名

乳頭がんを発生した原爆被爆者
（被爆時年齢：1-52歳）64名を対象
に、ＢＲＡＦ遺伝子の突然変異（乳
頭がんの初期段階の生物学的変
化であるとされている）の有無に着
目して分析した結果、線量との間
には負の関係が、潜伏期間との間
には正の関係が認められた。被ば
く者と非被ばく者では、乳頭癌発生
に関するＢＲＡＦ遺伝子の突然変異
の関わりが異なることが示唆され
る。

なし なし

番号 報告者 報告年 対象 調査方法 対象者等 結果の概要 線量に関する情報 潜伏期間に関する情報 備考

4 Ｓｕｎら 2015 台湾の女性
乳がん患者

後ろ向き
コホート
研究

【対象】
乳がんに罹患し
た台湾人女性
【対象者数】
55,318人（放射
線治療を受けた
28,187人、放射
線治療を受けて
いない27,131人）
【追跡期間】
2000-2008年

台湾国民健康保険で蓄積された
データをもとに、乳がん患者に多く
みられる甲状腺がんが、放射線治
療によるものかどうかについて検
討。
乳がん患者は明らかに、乳がんに
罹患していない女性より甲状腺が
んが発生するリスクが高かった
（aHR=1.98[95%CI :1.60-2.44]）が、
放射線治療を受けたかどうかに
よっては、甲状腺がんの発生に差
は認められなかった
（aHR=1.28[95%CI:0.90-1.83]）。ま
た20-54歳の乳がん患者のみに統
計学的に有意に甲状腺がん発生リ
スクの増加が認められた。

なし なし

5 Ｚｈａｎｇら 2015 コネチカット
州（アメリカ）
住民

症例対照
研究

【対象者数】
甲状腺がん患者
462人、コント
ロール498人
【追跡期間】
2010-2011年

甲状腺がんの発生率と放射線診
断技術（X線撮影、CTスキャン、核
医学検査）との関係について検討
した結果、いずれのX線検査も分化
型甲状腺微小がんの発生のリスク
を高めることが分かった
（OR=2.76[95%CI:1.31-5.81]）。心臓
核医学検査と甲状腺シンチ以外の
核医学検査で
OR=5.47[95%CI:2.10-14.23]、胸部
CT検査でOR=4.30[95％CI: 1.66-
11.14]、頭頸部CTで
OR=3.88[95%CI:1.75-8.63]、胸部X
線検査でOR=2.93[95%CI:1.37-
6.29]などである。なお、10mmより
大きいがんについては、有意な関
係は認められなかった。
甲状腺微小がんの発症リスクとし
ては、初回の診療X線被ばくが15
歳以下でOR=4.07[95％CI:1.63-
10.20]、15歳より上で
OR=2.34[95％CI:1.10-4.98]であり、
15歳以下の方が高かった。

なし なし

甲状腺がんに関する疫学調査の概要

原爆被爆者を対象にした疫学調査

放射線診療を受けた患者を対象とした疫学調査

別添２
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6 Wuら 2015 インプラント
治療のため
に歯科CTを
受けた患者

後ろ向き
コホート

研究

【対象者数】
505人（21歳から
80歳を6グループ
に分けて分析）
【追跡期間】
2010年10月-
2012年9月

スキャン部位（上顎、下顎）、年齢、
性別によってリスクは異なる。下顎
のCTスキャンを受けた45歳の女性
の甲状腺がんのリスクは、100万人
あたり12例である。30歳の女性の
下顎のCTスキャンの際の甲状腺
がんのリスクは、100万人あたり44
例である。

実効線量で表示されて
いる。個々の臓器の等
価線量は、BEIRⅦの
table12D-1を用いてい
る。線量は、部位およ
び性別により異なる。

なし

7 Memonら 2010 歯科X線診
断を受けた
患者

歯科診断
に着目し
たケース
コントロー
ル研究

【対象者数】
ケース群（甲状
腺がん患
者）:313人コント
ロール群:313名

ケース群とコントロール群の歯科X
線診断に関するオッズ比は、
2.1[95％CI:1.4-3.1]で、歯科X線診
断の回数が増加するとともに、患
者群とコントロール群のオッズ比が
増加する傾向が認められ
（P<0.0001)、歯科エックス線診断が
甲状腺がんリスクの増加に関係し
ていることが示唆された。

歯科X線の回数で分析 なし

番号 報告者 報告年 対象 調査方法 対象者等 結果の概要 線量に関する情報 潜伏期間に関する情報 備考

8 Ostroumovaら 2014 ウクライナ
人のチェル
ノブイリ除染
作業員

コホート
研究

【対象者数】
150,813人（男
性）
【追跡期間】
1986-2010年

196件の甲状腺がん発生。除染作
業員の甲状腺がん標準化罹患比
（SIR）は、追跡期間全体で
SIR=3.50,[95%CI :3.04-4.03]。SIR
は,被ばく線量の高かった1986年初
期対応者で特に高く
（SIR=3.86[95%CI:3.26-4.57]）、追
跡期間で比較したところ、1990-
1994年(SIR=1.84［1.07-3.18］)で
SIR上昇が統計学的に有意となり、
1995-1999年
（SIR=4.62[95%CI:3.47-6.15]、
2000-2004年（SIR=4.80[95%CI
:3.78-6.10]）で高かった。
発生年齢、被ばく時年齢によるSIR
の違いは認められなかった。

なし 甲状腺がんのSIRが、
原発事故後5年目から9
年目の期間以降で、有
意に高くなり、10年目か
らの10年間で最も高
い。

9 Rahuら 2013 バルト3国の
チェルノブイ
リ除染作業
員

コホート
研究

【対象者数】
17,040人（男性）
【追跡期間】
1986-2007年

1986-1991年に除染作業をした作
業員を2007年まで追跡。756件の
がんが報告され、その中で甲状腺
がんの発生は18件
（PIR=2.76[95%CI:1.63-4.36]。特
に、事故直後に入構した作業員で
は PIR=6.38[95%CI:2.34-13.89]で
あった。甲状腺がんのみ放射線と
の関係が認められたが、甲状腺の
スクリーニング検査によるものとも
考えられるので、今後も検討が必
要である。

<5.0cGyでPIR=2.44
[95%CI:0.50-7.13], 5.0-
9.9cGyで
PIR=1.82[95%CI:0.37-
5.31], ≧10.0cGyで
PIR=4.12[ 95%CI:1.97-
7.57]ではあるが、外部
被ばくであること、登録
線量値に不明確な点
があるため、線量依存
性については評価でき
ない。

なし

10 Ivanovら 2008 ロシア人の
チェルノブイ
リ緊急対応
作業者

コホート
研究

【対象者数】
103,427人（男
性）
【追跡期間】
1986-2003年

統計学的に有意に甲状腺がんの
増加（87件）が認められた
（SIR=3.47[95%CI:　2.80-4.25]。特
に1986年4月-7月に作業をした緊
急対応作業者では、
SIR=6.62[95%CI:4.63-9.09]、潜伏期
間10年後の値は、
SIR=7.97[95%CI:5.24-11.52]であっ
た。
外部被ばく線量と甲状腺がん発生
の間には統計学的に有意な相関
は認められず、I-131による内部被
ばくが主たる要因であったことが考
えられる。

外部線量（mGy）
　0-50　24,915人
　50-150　27,554人
　150-200　9,403人
　200以上　14,388人

甲状腺がんのERRが、
潜伏期間10年の群で、
正の値となるが統計学
的に有意でない。

11 Rahuら 2006 エストニア、
ラトビアの
チェルノブイ
リ除染作業
員

コホート
研究

【対象者数】
エストニア 4,786
人、ラトビア
5,546人　（男性）
【追跡期間】
1986-1998年

155件（エストニア 75件、ラトビア
80件）のがん発生のうち甲状腺が
んは、7件で統計学的に有意な増
加が認められた。
SIR=7.06[95%CI:2.84-14.6]。過剰分
については、甲状腺スクリーニング
による影響の可能性もある。初期
対応作業者でSIRの増加が見られ
るが、線量依存性は、認められな
かった。

作業員の線量記録
データ（cGy）、7件分
（平均　10.7ｃGy）

なし

放射線作業者を対象とした疫学調査
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番号 報告者 報告年 対象 調査方法 対象者等 結果の概要 線量に関する情報 潜伏期間に関する情報 備考
12 Zablotskaら 2015 チェルノブイ

リ原発事故
当時18歳以
下だったベ
ラルーシ住
民

コホート
研究

【対象者数】
11,664人
【追跡期間】
1997-2008年

対象者は、1997-2008年の間、3回
の甲状腺検査を受けた。その中
で、発生した甲状腺がんと甲状腺
線量との関係を検討した。
その結果、158件の甲状腺がんの
発生が認められ、I-131による甲状
腺被ばく線量が高い方が、より悪
性度の高い甲状腺がんを発生して
いることが分かった。潜伏期間につ
いては、線量との関係は認められ
なかった。

なし なし

13 Fuzikら 2013 ウクライナ
住民

コホート
研究

【追跡期間】
1989-2009年

ウクライナ全土を住民の甲状腺線
量35mGy以上と35mGy以下の地域
に分け、甲状腺がんの発生率を、
事故時年齢別（0-9歳,10-19歳,20-
29歳,30-39歳,40-49歳,50-59歳）、
性別で分析した結果、チェルノブイ
リの事故時に18歳以下であった対
象者グループに甲状腺がんの増
加が認められた。また、40-49歳女
性でも影響が認められた（高被ばく
グループの方が低被ばくグループ
より統計学的に優位に甲状腺がん
発生率が高かった）。

チェルノブイリの事故
当時、1-18歳であった
ウクライナの子どもた
ちの甲状腺線量の平
均値をもとに、ウクライ
ナ全土を住民の甲状
腺線量35mGy以上と
35mGy以下の地域に
わけ分析。

なし 18同様
2009年のデータが
追加されている

14 Sokoutiら 2013 イランの5-
25歳の甲状
腺がん患者

インタ
ビュー調
査

【対象者数】
242人
【追跡期間】
2000年4月-2012
年4月

甲状腺がんの組織分類、ステー
ジ、治療、転移などに着目して分
析。甲状腺がんによる死亡率、再
発率、周辺リンパ節および遠隔転
移は女性に比べて男性が高かっ
た。

なし なし 調査目的にはイラ
ンのタブリーズの
甲状腺がんに対
するチェルノブイリ
原子力発電所の
影響をあげている
がこれに関する記
述はない。

15 Piciu 2013 ルーマニア
の甲状腺が
ん患者

データ
ベースに
基づく後
ろ向きコ
ホート研
究

【対象者数】
4,779人
【追跡期間】
1970-2012年

男女比 女：男＝
8：1、平均年齢
46.7歳

治療を受けた甲状腺がん患者につ
いて、チェルノブイリ前後での発生
者数、発生した腫瘍の大きさ/種類
を比較したところ、発生数は、10年
ごとに、79、211、560、2864と増加
がみられた。

なし なし

16 Ozdemirら 2012 トルコ住民 データ
ベースに
よる分析

【対象者数】
160人（女性123
人、男性37人）
【調査対象期間】
1990-2007年
(コントロール:
1970-1990年の
間に甲状腺がん
を発生した118
人)

発生数、がんの大きさ、病理診断、
遠隔転移等について、コントロール
群と比較をしたところ、乳頭腺がん
の増加（P<0.001）、濾胞腺がん
（P<0.001）と未分化がん（P=0.01）
の減少が見られた。診断されたが
んのうち微小がんは、1990-2007
年で37.1%、1970-1990年で27.1%で
あった（P<0.05）。

なし なし

17 Tronkoら 2010 チェルノブイ
リ原子力発
電所事故時
に0-18歳で
あったウクラ
イナの甲状
腺患がん者

臨床形態
学的登録
データの
分析

【対象者数】
5,427人
【追跡期間】
1986-2008年

６つの高汚染地域の甲状腺がんの
発生率が他の区域に比べて高く、
特に追跡期間最後の期間2006-
2008年の発生率が有意に高い。事
故後生まれた小児の甲状腺がん
の発生率は有意に低い。事故時に
18歳以下の小児の甲状腺がんの
発生率が高い。

なし フォロ－アップ最後の期
間2006-2008年の発生
率がとくに高い。

18 Fuzikら 2011 ウクライナ
住民

コホート
研究

【追跡期間】
1989-2008年

ウクライナ全土を住民の甲状腺線
量35mGy以上と35mGy以下の地域
に分け、甲状腺がんの発生率を、
1989年、1990-1994年、1995-1999
年、2000-2004年、2005-2008年の
期間ごとに、発生時年齢別（0-19
歳、20-39歳、40-59歳、60歳以
上）、性別に求めて分析した。高被
ばくグループの方が統計学的に有
意に低被ばくグループより甲状腺
がん発生率が高く、発生時期も早
い。

チェルノブイリの事故
当時、1-18歳であった
ウクライナの子どもた
ちの甲状腺蓄積線量
の平均値をもとに、ウ
クライナ全土を住民の
甲状腺線量35ｍGy以
上と35ｍGy以下の地
域にわけ分析。

なし 13同様
2008

（1）チェルノブイリ周辺の住民を対象とした疫学調査

原子力発電所等周辺の住民を対象とした疫学調査
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19 Magnantiら 2009 イギリスの
北部地区住
民

がん登録
データの
分析

【対象者数】
95人
【追跡期間】
1968-2005年

チェルノブイリ原子力発電所の事
故前後の甲状腺がんの発生率
（10-24歳）を分析した結果、チェル
ノブイリ後の発生率が増加してい
る。

なし なし

20 Gilbertら 2008 ベルギーの
甲状腺がん
患者

後ろ向き
コホート

研究

【対象者数】
1,920人
【追跡期間】
1993-1998年

病院退院データより、がんの悪性
度と地域性との関係を調べたとこ
ろ、明らかに甲状腺がんの診断に
伴った施術は増えていたが、チェ
ルノブイリの影響により環境汚染
の大きかった地域での発生が増え
ているわけではなかった。チェルノ
ブイリとの関連性は低い。

なし なし

21 Zengiら 2008 トルコ住民 後ろ向き
コホート

研究

【対象者数】
351人
【追跡期間】
1982-2006年

5年ごとに、発生した甲状腺がんの
件数と組織型を5つの期間群に分
け、比較した結果、濾胞腺がんの
割合の減少（p<0.01）と微小乳頭腺
がんの割合の増加（p<0.01）が認
められた。患者のチェルノブイリ事
故時の年齢、甲状腺がん発生年齢
ともに、5年ごとの期間群で有意な
差は認められなかった。

なし なし

22 Butら 2006 チェルノブイ
リ原発事故
当時0-20歳
であったフィ
ンランド住民

後ろ向き
コホート

研究

【対象者数】
1,356,801人

1986年当時に0-20歳であった
1,356,801人を甲状腺線量で
0.6mSv以下と0.6mSvより高かった
グループに分け、チェルノブイリ原
発事故前（1970-1985）と事故後
（1991-2003）での甲状腺がん発生
率を比較した。
チェルノブイリ原発事故前では、甲
状腺がん発生率に線量グループ
間の差はなく（RR=0.95,[95%CI
0.81-1.10]）、事故後では、甲状腺
線量の低かったグループの方が甲
状腺がん発生率が高かった
(RR=0.76[95%CI 0.59-0.98]）。今回
の結果からは、チェルノブイリ原発
事故による甲状腺がん発生の増加
は認められなかった。

甲状腺線量0.6mSv以
下のグループの平均
甲状腺線量は
0.2mSv、0.6mSvより高
かったグループでは
1.1mSv。

なし

23 Cardisら 2006 ヨーロッパ
地域* 40ヵ
国

データ解
析統計解
析

【対象者数】
572,200,000人

ヨーロッパ地域各国の平均被ばく
線量、年間がん発生率（1981-
2002）、死亡率、喫煙との因果関係
等を解析し、被ばく線量域5グルー
プ、被ばく時年齢15歳以下もしくは
全年齢別に、甲状腺がん発生への
放射線寄与率（ＡF）を求めている。
1986-2065までにヨーロッパで発生
しうる全がんの0.01％がチェルノブ
イリ事故からの放射線によるものと
考えられ、甲状腺がんについては
1％、その内70％は汚染の最もひ
どかった３地域で発生すると考えら
れる。

甲状腺への平均線量
としては、ゴメル（ベラ
ルーシ）で一番高く、子
どもで630mSv、大人で
150mSv。ブリャンスク
（ロシア連邦）で、子ど
も180mSv、大人
25mSv。ツァイトミア
（ウクライナ）で、子ど
もで150mSv、大人で
40mSv。

なし *コーカサス、トル
コ、アンドラ、サン
マリノを含む。ロシ
アは、最もチェルノ
ブイリ原発事故で
汚染のあった地域
4州のみ

24 Montanaroら 2006 スイスの甲
状腺がん患
者

コホート
研究

【対象者数】
3115人
【追跡期間】
1980-1999年

5年ごとの期間で比較をすると、よ
り年代が後の期間群で乳頭腺がん
の増加、他の組織型の減少が見ら
れ、チェルノブイリの事故時26歳以
下であったコホートでより大きな増
加が認められた。

なし なし

番号 報告者 報告年 対象 調査方法 対象者等 結果の概要 線量に関する情報 潜伏期間に関する情報 備考

25 Bollaertsら 2014 ベルギーの
原子力発電
所及び核施
設周辺20km
圏際尾住民

SIR及び
RRを用い
た単独施
設分析

【追跡期間】
2000/2004-2008
年

原子力発電所周辺の住民の甲状
腺がんの発生増加は認められな
い．原子力研究所等複合施設の存
在する地域住民のSIRおよびRRの
増加が認められる。

なし なし

26 Levinら 2013 ペンシルバ
ニア州の
TMI周辺の
住民（がん
登録データ）

後ろ向き
クロス研

究

【追跡期間】
1985/1990-2009
年

TMI事故30年後、TMIの南側の郡
のハイリスク年齢（事故時18歳以
下）の住民の甲状腺がんの発生率
の増加が認められる。ヨーク、ラン
カスター、アダムス、チェスター郡
の1990-2009年の平均発生率が期
待値よりも高い。しかし他の要因に
対する検体やデータの限界などが
あり、事故との関連は不明である。

なし 分析を行った1990年
（事故11年後）には、甲
状腺がんの発生率が期
待値（US Cencus Data)
に比べて増加している。

（2）チェルノブイリ以外の原子力発電所等周辺の住民を対象とした疫学調査
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27 Goyalら 2012 ペンシルバ
ニア州の住
民

後ろ向き
クロス研

究

【対象者数】
甲状腺がん患者
26,357人（TMI区
域：2,611人）
【追跡期間】
1985-2008年

TMI群の甲状腺がんは、65歳未満
の患者の割合が有意に低く、グ
レード1のがんの割合が高く、乳頭
がんの割合が高い。甲状腺がんの
発生率にはTMI群とその他の群と
の間に有意な差は認められない。

TMI事故による個人線
量は約0.014mSv(NRC)

なし

番号 報告者 報告年 対象 調査方法 対象者等 結果の概要 線量に関する情報 潜伏期間に関する情報 備考
28 de Vathaireら 2010 ポリネシア

住民
ケースコ
ントロー
ル研究

【対象者数】
ケース群（甲状
腺がん患者）：
229人コントロー
ル群：373人
【追跡期間】
1981-2003年

放射性降下物による15歳までの甲
状腺線量（1mGy未満、1-9.9mGy、
10-19.9mGy、20-39mGy）の増加
に伴いORは有意に増加（p=0.04)。
甲状腺線量の増加に伴い甲状腺
がんのリスクが増加する。線形モ
デルを仮定したERRは、55[95%CI:-
14-288]。

被ばく線量の平均は
2.6mGyであった。

なし

番号 報告者 報告年 対象 調査方法 対象者等 結果の概要 線量に関する情報 潜伏期間に関する情報 備考
29 Nachalonら 2016 分化型甲状

腺がん患者
カルテ分
析

【対象】
放射線被ばくの
既往のある分化
型甲状腺がん患
者43人（女性29
人、男性14人）
【調査対象期間】
1985-2013年

1985-2013年の期間において第三
次医療機関で分化型甲状腺がんと
診断された患者のうち被ばく歴の
ある43名を対象に放射線誘発がん
の特性の男女差を、カルテをもとに
比較した。その結果、病態 、病理、
生存率等、男女の差は認められな
かった。散発性の甲状腺がんで
は、女性の方が病態も予後もよい
ことから、放射線の影響で男性と
予後が同程度になっていると考え
られる。

なし
（被ばくの既往として
は、29名：頭部浅在性
白癬や再発性扁桃腺
炎などの治療のため、
子どもの頃に受けた頭
頸部への放射線治療
7名：がん治療
8名：チェルノブイリ原
発事故　である。）

被ばく時年齢の平均
　女性：17.1±19.5
　男性：15.5±12.5

甲状腺がん診断時年齢
の平均
　女性：47.5±15.5
　男性：41.5±15

30 Nachalonら 2016 分化型甲状
腺がん患者

カルテ分
析

【対象】
放射線被ばくの
既往のある分化
型甲状腺がん患
者44人（女性30
人、男性14人）
【調査対象期間】
1985-2013年

1985-2013年の期間において第三
次医療機関で分化型甲状腺がんと
診断された患者のうち被ばく歴の
ある44名を対象に放射線誘発がん
の特性、被ばくから発生までの時
間、被ばく時年齢との関係等を、カ
ルテをもとに検討した。放射線被ば
くの既往のある患者の甲状腺がん
の方が気道への影響や遠隔転移
の様態など、放射線被ばくの既往
歴のない患者の甲状腺がんに比
べ、悪性であった。それ以外の病
態については、被ばく時年齢によ
る差は認められなかった。

なし
同上

被ばく時年齢：平均16.8
歳（1-60歳）
放射線被ばく時年齢か
ら診断までの時間
 被ばく時年齢15歳未満
　　34.7±15.3年
 被ばく時年齢15歳以上
　　16.3±10年
　　　　　　（P<0.001）
放射線被ばくから甲状
腺がん診断までの時間
の中央値は23年。
15歳になる前に被ばくし
た患者（29名）は、発生
年齢としては若かった
が潜伏期間は、被ばく
時年齢15歳以上の患者
（15名）より長かった。

核実験を対象とした疫学調査

その他
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